
政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管） 復興庁　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

1 食料の安定供給の確保 64,880 60,913 △ 3,967

〈9,975,115〉 の内数 〈9,324,929〉 の内数 〈△650,186〉 の内数

（１）新たな価値の創出による需要の
開拓

〈9,975,115〉 の内数 〈9,324,929〉 の内数 〈△650,186〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農林水産業再生支援対策に
必要な経費

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数 ＞
　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農業・食品産業強化対策に必

要な経費
〈849,491〉 の内数 〈307,791〉 の内数 〈△541,700〉 の内数 ＞

　　　　　　　　 　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈4,425,300〉 の内数 〈4,962,000〉 の内数 〈536,700〉 の内数 ＞
（３）消費者と食・農とのつながりの
深化

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農林水産業再生支援対策に
必要な経費

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数 ＞
64,880 60,913 △ 3,967

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　 農林水産業復興政策費
食品の安全と消費者の信頼確
保対策に必要な経費

64,880 60,913 △ 3,967

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業再生支援対策に
必要な経費

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数 ＞
2 農業の持続的な発展 1,726,456 1,595,672 △ 130,784

〈13,070,115〉 の内数 〈10,735,929〉 の内数 〈△2,334,186〉 の内数

747,319 616,556 △ 130,763

復興庁 農林水産業復興政策費
担い手育成・確保等対策に必
要な経費

747,319 616,556 △ 130,763

（２）農地集積・集約化と農地の確保
123,303 123,303 0

復興庁　　　　　　　　　　　 農林水産業復興政策費
農地集積・集約化等対策に必
要な経費

123,303 123,303 0

（３）農業の成長産業化や国土強靱
化に資する農業生産基盤整備

〈3,095,000〉 の内数 〈1,411,000〉 の内数 〈△1,684,000〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 東日本大震災復興事業費
農業生産基盤整備事業に必
要な経費

〈2,060,000〉 の内数 〈951,000〉 の内数 〈△1,109,000〉 の内数 ＞
　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農山漁村地域整備事業に必

要な経費
〈1,035,000〉 の内数 〈460,000〉 の内数 〈△575,000〉 の内数 ＞

〈9,975,115〉 の内数 〈9,324,929〉 の内数 〈△650,186〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農林水産業再生支援対策に
必要な経費

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数 ＞
　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農業・食品産業強化対策に必

要な経費
〈849,491〉 の内数 〈307,791〉 の内数 〈△541,700〉 の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈4,425,300〉 の内数 〈4,962,000〉 の内数 〈536,700〉 の内数 ＞

事項

（１）担い手の育成・確保等と農業経
営の安定化

（４）需要構造等の変化に対応した
生産基盤の強化と流通・加工構造
の合理化

比較増△減額

（４）食品の安全確保と消費者の信
頼の確保

政策評価体系 勘定・組織 ３年度予算額 ４年度予算額項



事項 比較増△減額政策評価体系 勘定・組織 ３年度予算額 ４年度予算額項

（６）イノベーション創出・技術開発の
推進

855,834 855,813 △ 21

復興庁 農林水産業復興政策費
農林水産分野のイノベーション
創出・技術開発の推進に必要
な経費

674,280 674,259 △ 21

東日本大震災復興国立研究
開発法人水産研究・教育機構
運営費

東日本大震災復興に係る国立
研究開発法人水産研究・教育
機構運営費交付金に必要な経
費

181,554 181,554 0

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農林水産業再生支援対策に
必要な経費

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数 ＞
4

東日本大震災からの復旧・復興と大
規模自然災害への対応

〈13,070,115〉 の内数 〈10,735,929〉 の内数 〈△2,334,186〉 の内数

〈13,070,115〉 の内数 〈10,735,929〉 の内数 〈△2,334,186〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農林水産業再生支援対策に
必要な経費

〈4,700,324〉 の内数 〈4,055,138〉 の内数 〈△645,186〉 の内数 ＞
　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農業・食品産業強化対策に必

要な経費
〈849,491〉 の内数 〈307,791〉 の内数 〈△541,700〉 の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈4,425,300〉 の内数 〈4,962,000〉 の内数 〈536,700〉 の内数 ＞
　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 東日本大震災復興事業費

農業生産基盤整備事業に必
要な経費

〈2,060,000〉 の内数 〈951,000〉 の内数 〈△1,109,000〉 の内数 ＞
　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農山漁村地域整備事業に必

要な経費
〈1,035,000〉 の内数 〈460,000〉 の内数 〈△575,000〉 の内数 ＞

5 9,690,483 10,184,550 494,067

（１）森林の有する多面的機能の発
揮

8,374,111 8,847,125 473,014

復興庁 農林水産業復興政策費 森林整備・保全に必要な経費 3,101,111 3,606,125 505,014

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染
への対処に必要な経費

12,000 12,000 0

東日本大震災復興事業費 治山事業に必要な経費 604,000 628,000 24,000

森林整備事業に必要な経費 4,657,000 4,601,000 △ 56,000

（２）林業の持続的かつ健全な発展
908,473 929,521 21,048

復興庁 農林水産業復興政策費 林業振興対策に必要な経費 36,983 31,512 △ 5,471

農林水産業復興事業費 林業振興対策に必要な経費 871,490 898,009 26,519

（３）林産物の供給及び利用の確保
407,899 407,904 5

復興庁 農林水産業復興政策費
林産物供給等振興対策に必
要な経費

407,899 407,904 5

森林の有する多面的機能の発揮と林
業・木材産業の持続的かつ健全な発展

（１）東日本大震災からの復旧・復興

（７）環境政策の推進



事項 比較増△減額政策評価体系 勘定・組織 ３年度予算額 ４年度予算額項

6 3,875,220 7,170,562 3,295,342

（１）水産資源の回復
1,090,837 1,398,317 307,480

復興庁 農林水産業復興政策費
水産資源回復対策に必要な経
費

1,090,837 1,398,317 307,480

（２）漁業経営の安定
1,586,653 1,529,710 △ 56,943

復興庁 農林水産業復興政策費
漁業経営安定対策に必要な経
費

1,586,653 1,529,710 △ 56,943

（３）漁村の健全な発展
1,197,730 4,242,535 3,044,805

復興庁 農林水産業復興政策費
水産物加工・流通等対策に必
要な経費

1,114,730 4,052,535 2,937,805

東日本大震災復興事業費
水産基盤整備の補助率引上
差額に必要な経費

83,000 190,000 107,000

28,427,154 29,747,626 1,320,472

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。

３．復興庁所管のうち、農林水産省分のみ掲記している。
４．３年度予算額は、当初予算額である。

水産物の安定供給と水産業の健全な発
展

計

２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。


